自己血糖測定モデル事業

成果報告書【要約】

平成１６年３月

国民健康保険中央会

１．目的

自己血糖測定モデル事業（以下「モデル事業」という。）は、国民健康保険中央会が進める糖尿病予防対策事業のモデル市町村において自己血糖測定を実施することにより、自己血糖測定の糖尿病予防への活用の有効性の確認ならびに必要なサポートや実施方法、留意事項について明らかにすることを目的とする。

２．内容
（１）対象者および期間
対象者は、全国の糖尿病予防活動モデル事業市町村29ヵ所のうち20ヶ所において自己血糖測定に参加した境界域等の者ならびにインスリン投与を行っていない糖尿病患者など、合わせて310名である。

測定期間は、平成15年7月～12月の間で2ヶ月間を設定して行った。

（２）方法

対象者は自己血糖測定の方法について念入りに説明を受けた後、自宅において以下の基本測定プランに基づく測定を行なった。

· 週３日で１日に２回（夕食前・夕食後２時間）測定してもらい、これを２ヶ月間実施。

· 自己血糖測定実施日の食事記録（間食含む）と運動記録を実施。
· 保健師等より適宜、集団指導や個別にアドバイスを実施。

３．データの収集ならびに分析方法
分析のための定量的データは、初期ならびに自己血糖測定期間後（２ヵ月後）の２回にわたって測定したもので、以下のとおりである。

・身体検査（体重、BMI、体脂肪率、HbA1c、空腹時血糖、総コレステロール、HDLコレステロール、中性脂肪）
· 生活習慣等に関するアンケート調査
· 自己計測値（食前血糖、食後血糖、摂取カロリー、運動量･･･２ヶ月の測定期間のうち

初期と終了前の各３日間分の平均値）

これらのデータにより、主に以下のような定量的分析を行なった。
①測定期間2ヶ月における検査値の変化およびアンケート結果の事前事後比較（糖尿病群88名、境界域群105名、正常域群78名；　データの欠落、不備、測定時間が一定していない等のサンプルを除いた後の数値）

　

②自己血糖測定への参加による糖尿病関連数値の変化への影響分析　

分析A：自己血糖測定を実施していない市町村（３市町村）と、実施している市町村（３市町村）の同一時期での変化の比較

分析B：自己血糖測定モデル事業を実施した市町村における自己血糖測定への参加者と、非参加者の同一時期での比較

分析C：同一個人において、自己血糖測定以前の糖尿病予防モデル事業参加期間での変化と、自己血糖測定参加期間での変化との比較

図表Ⅰ-1　各分析の対象サンプル数

	
	自己血糖測定実施者
	自己血糖測定非実施者

	
	糖尿病者
	境界域
	糖尿病者
	境界域

	分析A
	44
	37

	分析B
	45
	54
	26
	70

	分析C
	48
	71
	－
	－


４．結果

分析の結果を整理すると、以下の通りである。

①自己血糖測定を実施した糖尿病患者ならびに境界域のデータでは、自己血糖測定前と2ヶ月後の終了時の比較で、HbA1cと体重において有意の低下がみられた。

②自己血糖測定モデル事業を実施した市町村と実施しなかった市町村の予防活動参加者の空腹時血糖とHbA1cの低下の比較において、有意な差が見られた。

③保健師などの指導の頻度が高いほどHbA1cの低下幅が大きかった。また、自己血糖測定の参加者について、最初に目標数値を掲げたグループとそうでないグループの比較では、目標数値を掲げたグループの低下の幅が大きかった。

④参加者の行動面では、週2回以上運動を実践する者の比率が糖尿病者ならびに境界域において自己血糖測定実施後10％以上上昇するなど、運動面を中心に改善がみられた。

⑤参加者の意識面では、8割以上がセルフコントロールの大切さを実感し、6割以上が血糖値と食事や運動との関係について、自己血糖測定実施により、理解を深めることができた。

⑥効果を認めた事例からは、背景として保健師などからの相談・アドバイスの機会が充実していることや、きめ細かいアドバイス・前向きの評価を含めた当事者へのフィードバックがなされること、さらに周囲および家族からの励ましも成功要因として大きいことがわかった。

⑦医療機関や医師会と保健師、行政などとの連携については、市町村によっては困難な所もあり、必ずしも平坦なプロセスではなかった。しかし、自己血糖測定をきっかけとして本音で話し合える場が開けたり、相互に歩み寄りや理解が進むなどの前向きの影響がみられ、医療との連携が保事業の円滑な展開に大きな意義のあることが認識された。

５．提言および検討課題
　本調査結果より導かれた提言および今後の検討課題は以下のとおりである。

（１）提言
① 自己血糖測定をうまく活用していくために

自己血糖測定は、糖尿病の患者や境界域の人の生活習慣をかえさせ、結果としてHbA1cや血糖値の変化に結びつける有効な手段であることが明らかになった。これからの保健事業において、自己血糖測定の特長を生かしていくために、以下のような点を提言する。

＜自分の体の状態が数値でわかるメリットの有効活用＞

・自分の体の状態を数値で示すことにより、本人が自分の問題点を自分のこととして受け止めていくプロセスを支援していく。

＜生活を振り返るための食事記録や運動記録の蓄積＞

・生活をふり返りながら、自分の生活習慣を改善していくために、ＩＴ技術やライフコーダを活用して、食事や運動に関する記録を蓄積していく。

＜地域における住民グループ活動の展開＞

・個人ベースで取り組むだけではなく、地域のつながりを活用して、住民同士のグループをベースとした活動を組み合わせていく。
＜測定結果の分析に関する専門家からのフィードバック＞

・自己血糖測定の記録と生活記録や健診結果などを総合的、時系列的にみた結果を早期に対象者にフィードバックしていく。

② 自己血糖測定の普及に向けて

　自己血糖の測定は、糖尿病患者の自己管理の手段のみならず境界域の人における予防のための手段としても有効であることが確認された。今後自己血糖測定が予防分野において広く活用されていくために、以下のような点を提言する。

②-1　医療保険制度における改善　

＜自己血糖測定への保険の適用＞

・国として、住民が自己血糖測定器を購入したり、試薬を利用する際のコストについて、保険の対象としていく。

＜医療機関が自己血糖測定結果などに基づいて相談・指導しやすい環境づくり＞

・医療機関等において、自己血糖測定の活用に向けたインセンティブの仕組みを充実させていく。（自己血糖測定結果に関する相談・指導を診療報酬の中に位置づける等）

②-2　地域における自己血糖測定の活用促進

＜自己血糖測定を活用した保健事業の推進＞

・糖尿病予防教室だけでなく、定期的な健康相談、健診後の事後指導、健康教育、健康イベントなど様々な場面で自己血糖測定を導入していく。

・境界域を中心とした住民（特に働き盛りの世代や若い世代でも生活習慣に問題のありそうな人たち）を対象として活動を展開していく。

＜自己血糖測定を介した医療と保健の連携の促進＞

・医療機関と地域の保健担当者は、自己血糖測定を通じて積極的に協力・連携を図っていく。

＜自己血糖測定の導入マニュアルの整備＞

・自己血糖測定の導入事例を蓄積して、今後新たに導入を検討している市町村のためのマニュアルを整備していく。

＜生活習慣病予防に対する住民の積極的参加の促進＞

・住民自身も、生活習慣病の主治医は自分自身であることを自覚し、より一層能動的に生活習慣病予防に参加していく。

②-3　その他（安心・安全で利用しやすい環境作り）　

＜測定後の針の管理・回収などにおける感染症リスクへの対応＞

・採血の際の消毒を万全にしたり、針の安全性を高めることで、測定に伴う安全性をより一層高めていくとともに、自己血糖測定後の針を安全に回収する仕組みを構築して、感染症リスクへの対応を図っていく。

（２） 今後の検討課題

＜長期的な自己血糖測定の活用効果の検討＞

・１～２年間といった長期間での自己血糖測定の活用方法のあり方を検討し、効果の検証を行なっていく。

＜より低コストで使いやすい自己血糖測定機器の開発＞

・自己血糖測定に際して採血の痛みを軽減したり、採取する血液量を極力少なくするなど、より簡便で使いやすく、かつ、低コストな自己血糖測定機器を開発していく。

＜行政や医療機関が一体となった支援体制の整備＞

・自己血糖測定事業を展開するに際しては、行政や医療機関が一体となった支援体制を構築していく。

＜測定者への望ましいフォローアップのタイミングや体制の検討＞

・自己血糖測定を実施している人への効率的なフォローアップのあり方について、そのタイミングや体制のあり方を含めて検討していく。

＜生活習慣に関する分析データを早期に対象者へフィードバックする方法の開発＞

・自己血糖測定の「結果がすぐわかる」という特質を最大限生かすために、食事の栄養量などの数値化も迅速化を図り、生活習慣に関する分析データをなるべく早く、対象者にフィードバックできるようにしていく。
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